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当該年度

補助金の終期

【補助対象経費、補助金額の算定方法・考え方】
・園児が生計を同一とする世帯の市民税額，兄姉の状況により補助単価を定めてい
る。
・補助単価は年額22，000円～308，000円（平成26年度）で，市単独補助対象者以外
の補助単価は，毎年国が示す補助単価と同一としている。
・18歳未満の児童を３人以上扶養している保護者の第３子以降の園児については年
額30万円（※就園奨励費を含む）を上限として補助を行う。

補助金交付
による効果

保護者の経済的負担の軽減を図っており，子育て環境満足度の上昇に寄与している。

前々々年度交付状況等
【上段：交付件数】

【下段：決算】
（※１）

前年度

平成28

補助金の目的
及び

補助対象事業

延長回数 0

　保護者の経済的負担の軽減及び幼稚園教育の普及充実を図ることを目的とし，私立幼
稚園設置者が当該幼稚園に在園する満３歳児から５歳児の保護者及び第３子以降の児童
の保護者に対して，保育料及び入園亮を減免した場合に補助を行う。

前年度補助事業
の主な実施概要

対象園　187園
対象者　22,029人

回

終期を延長する
理由

       補助金調書

交　付　先

（公募の場合）
応募要件

（非公募の場合）
非公募の理由

「当該補助事業を行っている又は補助目的を達成し得る団体が限定されるもの」に該当す
るため

□　個人 各私立幼稚園設置者 区分

こども未来局子育て支援部運営支援課
（ＴＥＬ092-711-4157）

担当課
（連絡先）

補助金名 幼稚園就園奨励費補助金

（公募の場合）
公募時期

その他の補助金

交付先決定方法 　　□　非公募

2,721,521

21,701

交付対象経費及び
補助金の算定方法等

前々年度

補助開始年度

（22,029）

　□　その他

年度

（間接補助の場合）
間接補助とする理由
及び再交付先への配

分基準、審査基準

 【間接補助の理由、再交付の配分基準・審査基準】

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではありませ
ん。なお、当該年度は当初予算額を記載しております。また、前年度決算額について、補助額の確定が未了のも
のは、交付件数および交付決定額を外数として（）書きで記載しております。

22,637,895

昭和47 44年度 年度

22,152

経過年数

2,731,493 2,140,917


	就園奨励費(財務係修正）

